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指定居宅サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、介護保険施設及び指定介護予防サービス事業者の指定等に関する規則の一部を

改正する規則

第１条 指定居宅サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、介護保険施設及び指定介護予防サービス事業者の指定等に関する規則（平成

１１年愛媛県規則第３１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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（趣旨）

第１条 この規則は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下

「法」という。）、健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８

年法律第８３号）附則第１３０条の２第１項の規定によりなおその効

力を有するものとされる同法第２６条の規定による改正前の法（以

下「旧法」という。）、介護保険法施行法（平成９年法律第１２４

号。以下「施行法」という。）、介護保険法施行規則（平成１１年

厚生省令第３６号。以下「省令」という。）及び同項の規定により

なおその効力を有するものとされる省令 （以下

「旧省令」という。）に定めるもののほか、指定居宅サービス事

業者 、介護保険施設及び指定介護予防

サービス事業者の指定等に関し必要な事項を定めるものとする。

（書類の様式）

第２条 次の表の左欄に掲げる書類の様式は、同表の右欄に掲げる

とおりとする。

（趣旨）

第１条 この規則は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下

「法」という。）、健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８

年法律第８３号）附則第１３０条の２第１項の規定によりなおその効

力を有するものとされる同法第２６条の規定による改正前の法（以

下「旧法」という。）、介護保険法施行法（平成９年法律第１２４

号。以下「施行法」という。）、介護保険法施行規則（平成１１年

厚生省令第３６号。以下「省令」という。）及び同項の規定により

なおその効力を有するものとされる介護保険法施行規則（以下

「旧省令」という。）に定めるもののほか、指定居宅サービス事

業者、指定居宅介護支援事業者、介護保険施設及び指定介護予防

サービス事業者の指定等に関し必要な事項を定めるものとする。

（書類の様式）

第２条 次の表の左欄に掲げる書類の様式は、同表の右欄に掲げる

とおりとする。

項 左 欄 右欄 項 左 欄 右欄

１ 省令第１１４条第１項、第１１５条第１項、第

１１６条第１項、第１１７条第１項、第１１８条第

１項、第１１９条第１項、第１２０条第１項、第

１２１条第１項、第１２２条第１項、第１２３条第

１項、第１２４条第１項、第１２５条第１項

、第１３４条第１項、第１３６条第

１項、第１３８条第１項 、第１４０条の４第

１項、第１４０条の５第１項、第１４０条の６第

１項、第１４０条の７第１項

、第１４０条の９第１項、第１４０条の１０第

１項、第１４０条の１１第１項、第１４０条の１２第

１項、第１４０条の１３第１項及び第１４０条の１４

第１項の申請書

指定居宅サ

ービス事業

者（介護保

険施設・指

定介護予防

サービス事

業者）指定

（許可）申

請書

（様式

第１号）

１ 省令第１１４条第１項、第１１５条第１項、第

１１６条第１項、第１１７条第１項、第１１８条第

１項、第１１９条第１項、第１２０条第１項、第

１２１条第１項、第１２２条第１項、第１２３条第

１項、第１２４条第１項、第１２５条第１項、第

１３２条第１項、第１３４条第１項、第１３６条第

１項、第１４０条の３第１項、第１４０条の４第

１項、第１４０条の５第１項、第１４０条の６第

１項、第１４０条の７第１項、第１４０条の８第

１項、第１４０条の９第１項、第１４０条の１０第

１項、第１４０条の１１第１項、第１４０条の１２第

１項、第１４０条の１３第１項及び第１４０条の１４

第１項の申請書

指定居宅サ

ービス事業

者（指定居

宅介護支援

事業者・介

護 保 険 施

設・指定介

護予防サー

ビ ス 事 業

者 ） 指 定

（許可）申

請書（様式

第１号）

２ 省令第１１４条第３項、第１１５条第３項、第

１１６条第３項、第１１７条第３項、第１１８条第

３項、第１１９条第３項、第１２０条第３項、第

１２１条第３項、第１２２条第３項、第１２３条第

３項、第１２４条第３項、第１２５条第３項

、第１３４条第２項、第１３６条第

３項、第１３８条第３項 、第１４０条の４第

３項、第１４０条の５第３項、第１４０条の６第

３項、第１４０条の７第３項

、第１４０条の９第３項、第１４０条の１０第

３項、第１４０条の１１第３項、第１４０条の１２第

３項、第１４０条の１３第３項及び第１４０条の１４

第３項並びに旧省令第１３８条第２項の申請

書

指定居宅サ

ービス事業

者（介護保

険施設・指

定介護予防

サービス事

業者）指定

（許可）更

新申請書

（様式第２

号）

２ 省令第１１４条第３項、第１１５条第３項、第

１１６条第３項、第１１７条第３項、第１１８条第

３項、第１１９条第３項、第１２０条第３項、第

１２１条第３項、第１２２条第３項、第１２３条第

３項、第１２４条第３項、第１２５条第３項、第

１３２条第２項、第１３４条第２項、第１３６条第

３項、第１４０条の３第３項、第１４０条の４第

３項、第１４０条の５第３項、第１４０条の６第

３項、第１４０条の７第３項、第１４０条の８第

３項、第１４０条の９第３項、第１４０条の１０第

３項、第１４０条の１１第３項、第１４０条の１２第

３項、第１４０条の１３第３項及び第１４０条の１４

第３項並びに旧省令第１３８条第２項の申請

書

指定居宅サ

ービス事業

者（指定居

宅介護支援

事業者・介

護 保 険 施

設・指定介

護予防サー

ビ ス 事 業

者 ） 指 定

（許可）更

新 申 請 書

（様式第２

号）

３

省略

３

省略

４ 省令第１２９条、第１３０条、第１４０条の２０及び

第１４０条の２１並びに旧省令第１３０条及び第

１４０条の２１の申出書

指定居宅サ

ービス事業

者の特例に

よる指定を

不要とする

旨の申出書

（様式第４

４ 省令第１２９条、第１３０条、第１４０条の２０及び

第１４０条の２１並びに旧省令第１３０条及び第

１４０条の２１の申出書

指定を不要

とする旨の

申出書

（様式第４
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号） 号）

５ 省令第１３０条の５及び第１４０条の１７の６の申

出書

共生型居宅

サービス事

業者の特例

による指定

を不要とす

る旨の申出

書（様式第

４号の２）

６ 省略 ５ 省略

（手続の方法）

第３条 次の表の左欄に掲げる手続は、同表の右欄に掲げる書類を

提出することによって行うものとする。

（手続の方法）

第３条 次の表の左欄に掲げる手続は、同表の右欄に掲げる書類を

提出することによって行うものとする。

項 左 欄 右 欄 項 左 欄 右 欄

１ 法第７５条第１項 、

第８９条、第９９条第１項、第１１３条第

１項及び第１１５条の５第１項並びに

旧法第１１１条の規定による指定に係

る事項等の変更の届出

省略 １ 法第７５条第１項、第８２条第１項、

第８９条、第９９条第１項

及び第１１５条の５第１項並びに

旧法第１１１条の規定による指定に係

る事項等の変更の届出

省略

２ 法第７５条 、第９９条、第１１３

条及び第１１５条の５の規定による事

業の廃止、休止又は再開の届出

省略 ２ 法第７５条、第８２条、第９９条

及び第１１５条の５の規定による事

業の廃止、休止又は再開の届出

省略

３

省略

３

省略

４ 法第９４条第２項及び第１０７条第２項

の変更許可の申請

開設許可事項変更

許可申請書

（様式

第９号）

４ 法第９４条第２項

の変更許可の申請

介護老人保健施設

開設許可事項変更

許可申請書（様式

第９号）

５ 法第９５条及び第１０９条 の承認

の申請

管理者承認申請書

（様式第１０号）

５ 法第９５条第１項及び第２項の承認

の申請

介護老人保健施設

管理者承認申請書

（様式第１０号）

６ 法第９８条第１項第４号及び第１１２条

第１項第４号の許可の申請

広告事項許可申請

書

（様式第１１号）

６ 法第９８条第１項第４号

の許可の申請

介護老人保健施設

広告事項許可申請

書（様式第１１号）

７・

８

省略

７・

８

省略

（補則）

第５条 この規則に規定するもののほか、指定居宅サービス事業

者 、介護保険施設又は指定介護予防サ

ービス事業者の指定等に関し必要な事項は、知事が定める。

様式第１号（第２条、様式第２号、様式第５号関係） 指定居宅サ

ービス事業者（介護保険施設・指定介護予防サービス事業者）指

定（許可）申請書

（補則）

第５条 この規則に規定するもののほか、指定居宅サービス事業

者、指定居宅介護支援事業者、介護保険施設又は指定介護予防サ

ービス事業者の指定等に関し必要な事項は、知事が定める。

様式第１号（第２条、様式第２号、様式第５号関係） 指定居宅サ

ービス事業者（指定居宅介護支援事業者・介護保険施設・指定介

護予防サービス事業者）指定（許可）申請書

省略

指定居宅サービス事業者（介護保険施設・指定介護予防サー

ビス事業者）指定（許可）申請書

省略

省略

指定居宅サービス事業者（指定居宅介護支援事業者・介護保

険施設・指定介護予防サービス事業者）指定（許可）申請書

省略

省略 省略
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指定又は

許可を受

けようと

する事業

所又は施

設の種類

省略 指定又は

許可を受

けようと

する事業

所又は施

設の種類

省略

介護老人福祉施設 省略 居宅介護支援事業 省略

施設 介護老人保健施設 省略
施設

介護老人福祉施設 省略

介護医療院 省略 介護老人保健施設 省略

指定介

護予防

サービ

ス

介護予防訪問入浴

介護
別紙２のとおり。

指定介

護予防

サービ

ス

介護予防訪問介護 別紙１のとおり。

介護予防訪問入浴

介護
別紙２のとおり。

省略 省略

介護予防居宅療養

管理指導
別紙５のとおり。

介護予防居宅療養

管理指導
別紙５のとおり。

介護予防通所介護 別紙６のとおり。

省略 省略

省略 省略

注 省略

別紙１ 訪問介護事業者 の指定に係

る審査事項

（その１）

注 省略

別紙１ 訪問介護事業者・介護予防訪問介護事業者の指定に係

る審査事項

（その１）

省略 省略

注１・２ 省略

３ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 当該申請に係る事業に係る居宅介護サービス費

の請求に関する事項を記載した書類

�・� 省略

� 当該指定居宅サービス 以外

のサービスを実施しようとするときは、当該指定居宅サ

ービス に係る部分とそれ以外

のサービスに係る部分の料金の状況が分かる料金表

４ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律（平成１７年法律第１２３号）第３６条第１項の規定に基

づき介護保険法施行規則第１３０条の４第１号に定める種類

の障害福祉サービスに係る指定障害福祉サービス事業者の

指定を受けている場合において、同省令第１１４条第４項各

号に掲げる規定に掲げる事項に係る申請書又は書類を既に

提出しているときは、当該各号に定める規定に掲げる事項

に係る申請書の記載又は書類の提出を省略することができ

る。

５ 省略

（その２）（訪問介護事業 を事業所所

在地以外の場所で一部実施する場合）

注１・２ 省略

３ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 当該申請に係る事業に係る居宅介護サービス費又は介

護予防サービス費の請求に関する事項を記載した書類

�・� 省略

� 当該指定居宅サービス又は指定介護予防サービス以外

のサービスを実施しようとするときは、当該指定居宅サ

ービス又は指定介護予防サービスに係る部分とそれ以外

のサービスに係る部分の料金の状況が分かる料金表

４ 省略

（その２）（訪問介護事業・介護予防訪問介護事業を事業所所

在地以外の場所で一部実施する場合）

省略 省略

注 省略

別紙２・別紙３ 省略

別紙４ 訪問リハビリテーション事業者・介護予防訪問リハビ

リテーション事業者の指定に係る審査事項

（その１）

注 省略

別紙２・別紙３ 省略

別紙４ 訪問リハビリテーション事業者・介護予防訪問リハビ

リテーション事業者の指定に係る審査事項

（その１）

省略 省略

事

業

所

省略 事

業

所

省略

種別
□病院 □診療所 □介護老人保健施設 □介護医

療院
種別

□病院 □診療所
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省略 省略

注１・２ 省略

３ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 申請者が介護老人保健施設又は介護医療院において当

該申請に係る事業を行おうとするときは、開設許可証

� 省略

４ 省略

（その２） 省略

別紙５ 居宅療養管理指導事業者・介護予防居宅療養管理指導

事業者の指定に係る審査事項

注１・２ 省略

３ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 省略

４ 省略

（その２） 省略

別紙５ 居宅療養管理指導事業者・介護予防居宅療養管理指導

事業者の指定に係る審査事項

省略 省略

事

業

所

省略 事

業

所

省略

種別
□病院 □診療所 □薬局

種別
□病院 □診療所 □薬局 □訪問看護ステーショ

ン

省略 省略

注 省略

別紙６ 通所介護事業者 の指定に係

る審査事項

（その１）（１単位）

注 省略

別紙６ 通所介護事業者・介護予防通所介護事業者の指定に係

る審査事項

（その１）（１単位）

省略 省略

注１ 省略

２ 当該事業所内で複数の単位の通所介護事業

を実施する場合にあっては、２単位目以降に

係る利用定員及び単位別従業者の職種及び員数について

は、別紙６（その２）に記入の上、添付すること。

３ 当該事業所の所在地以外の場所に、当該通所介護事業

の一部を実施する施設を有すると

きは、別紙６（その３）に必要事項を記入の上、添付する

こと。

４ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 当該申請に係る事業に係る居宅介護サービス費

の請求に関する事項を記載した書類

�・� 省略

� 当該指定居宅サービス 以外

のサービスを実施しようとするときは、当該指定居宅サ

ービス に係る部分とそれ以外

のサービスに係る部分の料金の状況が分かる料金表

５ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の１５第

１項の規定に基づき介護保険法施行規則第１３０条の３に定

める種類の障害児通所支援に係る指定障害児通所支援事業

者の指定を受けている場合又は障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３

号）第３６条第１項の規定に基づき同省令第１３０条の４第２

号に定める種類の障害福祉サービスに係る指定障害福祉サ

ービス事業者の指定を受けている場合において、同省令第

１１９条第４項各号に掲げる規定に掲げる事項に係る申請書

又は書類を既に提出しているときは、当該各号に定める規

定に掲げる事項に係る申請書の記載又は書類の提出を省略

することができる。

注１ 省略

２ 当該事業所内で複数の単位の通所介護事業又は介護予防

通所介護事業を実施する場合にあっては、２単位目以降に

係る利用定員及び単位別従業者の職種及び員数について

は、別紙６（その２）に記入の上、添付すること。

３ 当該事業所の所在地以外の場所に、当該通所介護事業又

は介護予防通所介護事業の一部を実施する施設を有すると

きは、別紙６（その３）に必要事項を記入の上、添付する

こと。

４ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 当該申請に係る事業に係る居宅介護サービス費又は介

護予防サービス費の請求に関する事項を記載した書類

�・� 省略

� 当該指定居宅サービス又は指定介護予防サービス以外

のサービスを実施しようとするときは、当該指定居宅サ

ービス又は指定介護予防サービスに係る部分とそれ以外

のサービスに係る部分の料金の状況が分かる料金表
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６ 省略

（その２） 省略

（その３）（通所介護事業 を事業所所

在地以外の場所で一部実施する場合）

５ 省略

（その２） 省略

（その３）（通所介護事業・介護予防通所介護事業を事業所所

在地以外の場所で一部実施する場合）

省略 省略

注１ 省略

２ 通所介護事業 を一部実施する

施設の平面図及び設備の概要を記載した書類を添付するこ

と。

３ 省略

別紙７ 通所リハビリテーション事業者・介護予防通所リハビ

リテーション事業者の指定に係る審査事項

（その１）・（その１の２） 省略

（その２）（介護老人保健施設・介護医療院（１単位））

注１ 省略

２ 通所介護事業又は介護予防通所介護事業を一部実施する

施設の平面図及び設備の概要を記載した書類を添付するこ

と。

３ 省略

別紙７ 通所リハビリテーション事業者・介護予防通所リハビ

リテーション事業者の指定に係る審査事項

（その１）・（その１の２） 省略

（その２）（介護老人保健施設 （１単位））

省略 省略

入 所 者 数 省略 老人保健施設入所者数 省略

省略 省略

注 省略

（その２の２）（介護老人保健施設・介護医療院（２単位目以

降））

注 省略

（その２の２）（介護老人保健施設 （２単位目以

降））

省略 省略

注 省略

別紙８ 短期入所生活介護事業者・介護予防短期入所生活介護

事業者の指定に係る審査事項

（その１）（単独型の場合）

注 省略

別紙８ 短期入所生活介護事業者・介護予防短期入所生活介護

事業者の指定に係る審査事項

（その１）（単独型の場合）

省略 省略

注１・２ 省略

３ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律（平成１７年法律第１２３号）第３６条第１項の規定に基

づき介護保険法施行規則第１３０条の４第３号に定める種類

の障害福祉サービスに係る指定障害福祉サービス事業者の

指定を受けている場合において、同省令第１２１条第５項各

号に掲げる規定に掲げる事項に係る申請書又は書類を既に

提出しているときは、当該各号に定める規定に掲げる事項

に係る申請書の記載又は書類の提出を省略することができ

る。

４ 省略

（その２）・（その３） 省略

別紙９ 短期入所療養介護事業者・介護予防短期入所療養介護

事業者の指定に係る審査事項

注１・２ 省略

３ 省略

（その２）・（その３） 省略

別紙９ 短期入所療養介護事業者・介護予防短期入所療養介護

事業者の指定に係る審査事項

省略 省略

事業所の種別

（該当する欄

に○を記入し

て く だ さ

い。）

① 介 護 老 人 保 健 施 設 事業所の種別

（該当する欄

に○を記入し

て く だ さ

い。）

① 介 護 老 人 保 健 施 設

② 介 護 医 療 院

③ 省略 ② 省略

④ 省略 ③ 省略

⑤ 省略 ④ 省略

⑥ 省略 ⑤ 省略

省略 省略

入院患者の数（上記⑤に該当する場合に記入

してください。）

省略 入院患者の数（上記④に該当する場合に記入

してください。）

省略
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省略 省略

従業者の職種及び員数（上記⑤に該

当する場合に記入してください。）

省略 従業者の職種及び員数（上記④に該

当する場合に記入してください。）

省略

省略 省略

省略 省略

注１～３ 省略

４ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 介護保険法施行規則 第

１１４条第１項第１２号に規定する誓約書

�・� 省略

� 申請者が、介護老人保健施設又は介護医療院において

当該申請に係る事業を行おうとするときは、開設許可証

� 省略

５ 省略

別紙１０～１５ 省略

様式第２号（第２条関係） 指定居宅サービス事業者（介護保険施

設・指定介護予防サービス事業者）指定（許可）更新申請書

注１～３ 省略

４ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第

１１４条第１項第１２号に規定する誓約書

�・� 省略

� 申請者が、老人保健施設 において

当該申請に係る事業を行おうとするときは、開設許可証

� 省略

５ 省略

別紙１０～１５ 省略

様式第２号（第２条関係） 指定居宅サービス事業者（指定居宅介

護支援事業者・介護保険施設・指定介護予防サービス事業者）指

定（許可）更新申請書

省略

指定居宅サービス事業者（介護保険施設・指定

介護予防サービス事業者）指定（許可）更新申

請書

省略

省略

指定居宅サービス事業者（指定居宅介護支援事

業者・介護保険施設・指定介護予防サービス事

業者）指定（許可）更新申請書

省略

省略 省略

注１～５ 省略

６ 今回指定（許可）の更新の申請をしようとする事業につ

いて、指定介護療養型医療施設に係る申請の場合にあって

は別紙及び別紙注に掲げる書類を、それ以外の申請の場合

にあっては指定（許可）申請時に添付する指定居宅サービ

ス事業者（介護保険施設・指定介護予防サービス事業者）

指定（許可）申請書 （様式第１

号）別紙及び同様式別紙注に掲げる書類を添付すること。

７ 省略

別紙 省略

付表 省略

様式第４号（第２条関係） 指定居宅サービス事業者の特例による

指定を不要とする旨の申出書

注１～５ 省略

６ 今回指定（許可）の更新の申請をしようとする事業につ

いて、指定介護療養型医療施設に係る申請の場合にあって

は別紙及び別紙注に掲げる書類を、それ以外の申請の場合

にあっては指定（許可）申請時に添付する指定居宅サービ

ス事業者（指定居宅介護支援事業者・介護保険施設・指定

介護予防サービス事業者）指定（許可）申請書（様式第１

号）別紙及び同様式別紙注に掲げる書類を添付すること。

７ 省略

別紙 省略

付表 省略

様式第４号（第２条関係） 指定を不要とする旨の申出書

指定居宅サービス事業者の特例による指定を不

要とする旨の申出書

省略

指定を不要とする旨の申出書

省略

省略 省略

施設 種別
□病院 □診療所 □薬局 □介護老人保健施設

□介護医療院 □介護療養型医療施設
施設 種別

□病院 □診療所 □薬局 □介護老人保健施設

□介護療養型医療施設

省略 省略

省略 省略

注 省略

様式第６号（第３条関係） 指定事項等変更届出書

注 省略

様式第６号（第３条関係） 指定事項等変更届出書

省略 省略

省略 省略
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第２条 指定居宅サービス事業者、介護保険施設及び指定介護予防サービス事業者の指定等に関する規則の一部を次のように改正する。

様式第１号別紙１３を削り、同様式別紙１４を同様式別紙１３とし、同様式別紙１５を同様式別紙１４とし、同様式に次のように加える。

７

申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明

書又は条例等（当該指定（許可）に係る事業に関

するものに限る。）

７

申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明

書又は条例等

省略 省略

１８
介護老人福祉施設、介護医療院、介護老人保健施

設、病院等との連携体制及び支援の体制
１８

介護老人福祉施設 、介護老人保健施

設、病院等との連携体制及び支援の体制

省略 省略

省略 省略

注１～３ 省略

４ 管理者又は役員の変更を伴うものは、サービスの種類ご

とに指定居宅サービス事業者（介護保険施設・指定介護予

防サービス事業者）指定（許可）申請書

（様式第１号）別紙注に掲げる誓約書を添付す

ること。

５ 省略

様式第７号（第３条関係） 廃止（休止・再開）届出書

注１～３ 省略

４ 管理者又は役員の変更を伴うものは、サービスの種類ご

とに指定居宅サービス事業者（指定居宅介護支援事業者・

介護保険施設・指定介護予防サービス事業者）指定（許

可）申請書（様式第１号）別紙注に掲げる誓約書を添付す

ること。

５ 省略

様式第７号（第３条関係） 廃止（休止・再開）届出書

省略 省略

注１・２ 省略

３ 事業の再開に係る届出にあっては、介護保険法施行規則

（平成１１年厚生省令第３６号）第１１４条から第１１６条まで、第

１１９条から第１２５条まで、第１３６条、第１３８条、第１４０条の

４、第１４０条の５及び第１４０条の９から第１４０条の１４までに

規定する当該事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態

を記載した書類を添付すること。

４ 省略

様式第９号（第３条関係） 開設許可事項変更許可申請書

注１・２ 省略

３ 事業の再開に係る届出にあっては、介護保険法施行規則

（平成１１年厚生省令第３６号）第１１４条から第１１６条まで、第

１１９条から第１２５条まで、第１３２条、第１４０条の３から第１４０

条の５まで及び第１４０条の８ から第１４０条の１４までに

規定する当該事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態

を記載した書類を添付すること。

４ 省略

様式第９号（第３条関係） 介護老人保健施設開設許可事項変更許

可申請書

開設許可事項変更許可申請書

省略

介護老人保健施設開設許可事項変更許可申請書

省略

省略 省略

注 省略

様式第１０号（第３条関係） 管理者承認申請書

注 省略

様式第１０号（第３条関係） 介護老人保健施設管理者承認申請書

管理者承認申請書

省略

介護老人保健施設管理者承認申請書

省略

省略 省略

注 省略

様式第１１号（第３条関係） 広告事項許可申請書

注 省略

様式第１１号（第３条関係） 介護老人保健施設広告事項許可申請書

広告事項許可申請書

省略

介護老人保健施設広告事項許可申請書

省略

省略 省略

注 省略 注 省略

愛 媛 県 報平成３０年４月６日 第２９６４号

２５４



別紙１５ 介護医療院の許可に係る審査事項
愛

媛
県

報
平
成
３０
年
４
月
６
日

第
２９６４

号

２５５



愛
媛

県
報

平
成
３０
年
４
月
６
日

第
２９６４

号

２５６



様式第４号の次に次の１様式を加える。

愛 媛 県 報平成３０年４月６日 第２９６４号

２５７



様式第４号の２（第２条関係） 共生型居宅サービス事業者の特例による指定を不要とする旨の申出書
愛

媛
県

報
平
成
３０
年
４
月
６
日

第
２９６４

号

２５８



告 示

�������
�愛媛県告示第３６６号
医療法（昭和２３年法律第２０５号）第３０条の６第２項の規定により、

第６次愛媛県地域保健医療計画（平成２５年４月愛媛県告示第３６２号）

を変更し、第７次愛媛県地域保健医療計画を次のとおり定めた。

平成３０年４月６日

愛媛県知事 中 村 時 広

（「次のとおり」は、省略し、変更後の計画書を愛媛県保健福祉

部社会福祉医療局医療対策課及び各保健所に備え置いて一般の縦覧

に供する。）

�������
�愛媛県告示第３６７号
食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）第４８条第６項第３号の食品

衛生管理者の養成施設及び食品衛生法施行令（昭和２８年政令第２２９

号）第９条第１項第１号の食品衛生監視員の養成施設を次のとおり

登録した。

平成３０年４月６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 養成施設の名称

岡山理科大学獣医学部獣医保健看護学科食品衛生管理者養成講

座

２ 養成施設の所在地

愛媛県今治市いこいの丘１番３

３ 登録年月日

平成３０年３月２２日

�������
�愛媛県告示第３６８号
障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号）第

２７条第１項の規定に基づき、障害者就業・生活支援センターを次の

とおり指定した。

平成３０年４月６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 名称 公益財団法人正光会

２ 住所 宇和島市柿原１２８０番地

３ 事務所の所在地 西予市宇和町卯之町五丁目３４９番地

４ 指定をした日 平成３０年４月１日

�������
�愛媛県告示第３６９号
愛媛県内水面漁場管理委員会指示第１６号に基づき、コイがコイヘ

ルペスウイルス病にかかり、又はかかっている疑いがあると認めら

れた県内の公共用水面及びこれと連接して一体を成す水面の範囲を、

平成３０年４月１日次のとおり定めた。

平成３０年４月６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 四国中央市の藤谷池及び二級河川川茂川水系川茂川の本支流並

びにこれらと連接して一体を成す内水面

２ 二級河川渦井川水系渦井川の本支流及びこれと連接して一体を

成す内水面

３ 御舟川雨水幹線、観音水雨水幹線及び新川雨水幹線並びにこれ

らと連接して一体を成す内水面

４ 西条市北条１４０７番１地先の遊水池並びに二級河川崩口川水系崩

口川及び二級河川一ツ橋川水系一ツ橋川の本支流並びにこれらと

連接して一体を成す内水面

５ 二級河川大曲川水系大曲川及び二級河川新川水系新川の本支流

並びにこれらと連接して一体を成す内水面

６ 鹿野川ダムから下流の一級河川肱川水系肱川の本支流及びこれ

と連接して一体を成す内水面

７ 愛媛県と高知県の県境から上流の一級河川渡川水系広見川、目

黒川及び家地川の本支流並びにこれらと連接して一体を成す内水

面

８ 二級河川来村川水系来村川及び二級河川神田川水系神田川の本

支流並びにこれらと連接して一体を成す内水面

９ 宇和島市の二級河川本谷川水系本谷川の本支流及びこれと連接

して一体を成す内水面

�������
�愛媛県告示第３７０号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ この規則施行の際現に第１条の規定による改正前の指定居宅サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、介護保険施設及び指定介護予

防サービス事業者の指定等に関する規則様式第１号、様式第２号及び様式第９号から様式第１１号までの規定により提出されている申請

書は、同条の規定による改正後の指定居宅サービス事業者、介護保険施設及び指定介護予防サービス事業者の指定等に関する規則様式

第１号、様式第２号及び様式第１０号から様式第１２号までの規定により提出された申請書とみなす。

�愛媛県告示第３６５号
次のとおり落札者を決定した。

平成３０年４月６日

愛媛県知事 中 村 時 広

落札に係る特定役務の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続き 入 札 公 告 日

広報紙の印刷及び新聞折り込み業務
一式

愛媛県企画振興部
政策企画局広報広
聴課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成３０年３月２８日
株式会社愛媛新聞社
愛媛県松山市大手町一
丁目１２番地１

７．０２円
（一部当たり） 一般競争入札 平成３０年２月１３日

愛 媛 県 報平成３０年４月６日 第２９６４号

２５９



��������������

訓 令

１４条第２項の規定に基づき、宇和島市長から次のとおり公共測量が

終了した旨の通知があった。

平成３０年４月６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（数値地形図データ作成 地図情報レベ

ル２５００）

２ 作業期間 平成２９年６月３０日から

平成３０年３月１９日まで

３ 作業地域 宇和島市一円

�������
�愛媛県告示第３７１号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第２項の規定に基づき、新居浜市長から次のとおり公共測量が

終了した旨の通知があった。

平成３０年４月６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（３級基準点）

２ 作業期間 平成３０年２月１９日から

３月２２日まで

３ 作業地域 新居浜市宮西町、徳常町

�������
�愛媛県告示第３７２号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６３条第１項の規定に基づ

き、松山広域都市計画下水道事業松前公共下水道（松前町施行）の

事業計画の変更を次のように認可した。

平成３０年４月６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 事業施行期間

昭和６３年２月３日から

平成３７年３月３１日まで

２ 事業地

� 収用の部分

変更なし

� 使用の部分

変更なし

�愛媛県告示第３７３号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成３０年４月６日

愛媛県中予地方局長 飯 尾 智 仁

�愛媛県訓令第１４号
庁 中 一 般

各 地 方 機 関

愛媛県庁事務決裁規程等の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成３０年４月６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県庁事務決裁規程等の一部を改正する訓令

（愛媛県庁事務決裁規程の一部改正）

第１条 愛媛県庁事務決裁規程（昭和５１年愛媛県訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２９中局建（開）第４２号

平成３０年３月２９日

伊予市上三谷字猿ヶ谷甲２１７１番１、甲２１７２番、甲２１７３番１、甲２１９６番３及

び甲２１９７番４

伊予市上三谷甲２２０９番地１３

草 間 勲

改 正 後 改 正 前

別表第５（第４条関係）

知事の権限に属する保健福祉部関係事務に係る特定決裁事項

別表第５（第４条関係）

知事の権限に属する保健福祉部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

長

寿

１・２

省略

長

寿

１・２

省略

愛 媛 県 報平成３０年４月６日 第２９６４号

２６０



介

護

課

３ 介護

保険法

の施行

に関す

る事務

１～９ 省略 介

護

課

３ 介護

保険法

の施行

に関す

る事務

１～９ 省略

１０ 指定居宅介護支援事業者に

関すること。

１０ 指定居宅介護支援事業者に

関すること。

� 便宜の提供に係る連絡調

整及び助言その他の援助

（第８２条の２第２項）

○ � 便宜の提供に係る連絡調

整及び助言その他の援助

（第８２条の２第１項）

○

� 公示（第８３条の２第４

項）

○

１１・１２ 省略 １１・１２ 省略

１３ 介護医療院に関すること。

� 便宜の提供に係る連絡調

整及び助言その他の援助

（第１１４条第１項）

○

� 公示（第１１４条の５第４

項）

○

１４ 省略 １３ 省略

１５ 省略 １４ 省略

１６ 省略 １５ 省略

１７ 省略 １６ 省略

１８ 省略 １７ 省略

１９ 介護サービス情報の公表に

関すること。

１８ 介護サービス情報の公表に

関すること。

�～� 省略 �～� 省略

� 指定居宅サービス事業者

等の指定又は許可の取消し

等に係る公示（第７８条

、第９３条、第１０４条の

２、第１１４条の７、第１１５条

の１０

、旧法第１１５条

）

○ � 指定居宅サービス事業者

等の指定又は許可の取消し

等に係る公示（第７８条、第

８５条、第９３条、第１０４条の

２、第１１４条の７、第１１５条

の１０、第１１５条の３５第６

項、旧法第１１５条、第１１５条

の３５第６項）

○

２０ 省略 １９ 省略

２１ 省略 ２０ 省略

２２ 介護保険事業支援計画等に

関すること。

２１ 介護保険事業支援計画等に

関すること。

� 市町村介護保険事業計画

の実績に関する評価の結果

の報告の処理（第１１７条第

８項、第１１８条第８項、旧

法第１１７条第８項、第１１８条

第８項）

○

� 市町村介護保険事業計画

に対する意見の通知（第

１１７条第１２項、旧法第１１７条

第１２項）

○ � 市町村介護保険事業計画

に対する意見の通知（第

１１７条第９項、旧法第１１７条

第９項）

○

� 都道府県介護保険事業支

援計画の策定（第１１８条第

１項、第１１項、旧法第１１８

条第１項、第１１項）

○ � 都道府県介護保険事業支

援計画の策定（第１１８条第

１項、第７項、旧法第１１８

条第１項、第７項）

○

愛 媛 県 報平成３０年４月６日 第２９６４号

２６１



（愛媛県地方局事務決裁規程の一部改正）

第２条 愛媛県地方局事務決裁規程（昭和５５年愛媛県訓令第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

� 都道府県介護保険事業支

援計画の実績に関する評価

等（第１１８条第７項、第８

項、旧法第１１８条第７項、

第８項）

○

� 省略 � 省略

２３ 省略 ２２ 省略

２４ 省略 ２３ 省略

２５ 省略 ２４ 省略

２６ 省略 ２５ 省略

２７ 省略 ２６ 省略

２８ 福祉用具専門相談員指定講

習事業者に関すること。

２７ 福祉用具専門相談員指定講

習事業者に関すること。

� 指定（政令第４条第１項

第９号）

○ � 指定（政令第４条第１項

第１０号）

○

�～� 省略 �～� 省略

２９ 省略 ２８ 省略

４～２６

省略

４～２６

省略

改 正 後 改 正 前

別表第３（第４条関係）

局長の権限に属する健康福祉環境部関係事務に係る特定決裁事項

別表第３（第４条関係）

局長の権限に属する健康福祉環境部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

局

長

専決者
局

長

専決者

部

長

課

長

主

幹

部

長

課

長

主

幹

地

域

福

祉

課

１～２３

省略

地

域

福

祉

課

１～２３

省略

２４ 介護

保険法

の施行

に関す

る事務

１・２ 省略 ２４ 介護

保険法

の施行

に関す

る事務

１・２ 省略

３ 当該職員の証明書の交付（第

２４条第３項、第７６条第２項、第

８３条第２項、第９０条第２項、第

１００条第２項、第１１４条の２第２

項、第１１５条の７第２項、第１１５

条の３３第５項、旧法第２４条第３

項、第１１２条第２項、第１１５条の

３３第５項）

○ ３ 当該職員の証明書の交付（第

２４条第３項、第７６条第２項、第

８３条第２項、第９０条第２項、第

１００条第２項、第１１４条の２第２

項、第１１５条の７第２項、第１１５

条の３３第５項、旧法第２４条第３

項、第１１２条第２項、第１１５条の

３３第５項）

○

４ 指定居宅サービス事業者に関

すること

４ 指定居宅サービス事業者に関

すること

�～� 省略 �～� 省略

� 指定に係る通知（第７０条第

７項）

○
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� 意見の申出の受理（第７０条

第８項）

○

� 指定に係る協議（第７０条第

１０項）

○ � 指定に係る協議（第７０条第

７項）

○

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

	 省略 � 省略


 省略 � 省略

� 省略 	 省略

� 省略 
 省略


 省略 � 省略

� 省略 � 省略

５ 指定居宅介護支援事業者に関

すること。

５ 指定居宅介護支援事業者に関

すること。

� 指定（第４６条第１項） ○

� 聴聞決定予定日の通知（第

７９条第２項第６号の２）

○

� 指定の更新（第７９条の２第

１項）

○

� 指定に係る事項の変更又は

事業の廃止、休止若しくは再

開の届出の受理（第８２条）

○

� 便宜の提供に係る連絡調整

及び助言その他の援助（第８２

条の２第２項）

○ � 便宜の提供に係る連絡調整

及び助言その他の援助（第８２

条の２第１項）

○

� 報告の徴収及び立入検査

（第８３条第１項）

○

� 勧告（第８３条の２第１項） ○

� 勧告に従わない旨の公表

（第８３条の２第２項）

○

� 措置命令（第８３条の２第３

項）

○

� 指定の取消し等（第８４条第

１項）

○

� 公示（法第１１５条の３５第６項

の規定による指定の取消し等

に係るものを除く。）（第８５

条）

○

６ 省略 ６ 省略

７ 介護老人保健施設に関するこ

と。

７ 介護老人保健施設に関するこ

と。

�～
 省略 �～
 省略

� 措置命令等（第１０３条第３

項）

○ � 措置命令 （第１０３条第３

項）

○
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�～� 省略 �～� 省略

８ 介護医療院に関すること。

� 開設及び変更の許可（第１０７

条第１項、第２項）

○

� 中核市の市長が行う開設及

び変更の許可に対する同意

（第１０７条第１項、第２項、地

方自治法施行令第１７４条の４９の

１１の２第２項）

○

� 聴聞決定予定日の通知（第

１０７条第３項第１０号）

○

� 関係市町からの意見の聴取

（第１０７条第６項）

○

� 許可の更新（第１０８条第１

項）

○

� 管理者の承認（第１０９条） ○

	 変更、廃止、休止又は再開

の届出の受理（第１１３条）

○


 便宜の提供に係る連絡調整

及び助言その他の援助（第１１４

条第１項）

○

� 報告の徴収及び立入検査

（第１１４条の２第１項）

○

� 設備の使用制限等（第１１４条

の３）

○


 管理者の変更命令（第１１４条

の４第１項）

○

� 勧告（第１１４条の５第１項） ○

� 勧告に従わない旨の公表

（第１１４条の５第２項）

○

� 措置命令等（第１１４条の５第

３項）

○

� 開設の許可の取消し等（第

１１４条の６第１項）

○

� 公示（法第１１５条の３５第６項

の規定による許可の取消し等

に係るものを除く。）（第１１４

条の７）

○

� 中核市からの届出の受理

（第１１４条の７、地方自治法施

行令第１７４条の４９の１１の２第２

項）

○

� 死亡又は失踪の届出の受理

（第１１４条の８、医療法第９条

第２項）

○

� エックス線装置の届出の受

理（第１１４条の８、医療法第１５

条第３項）

○
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（愛媛県地方局処務規程の一部改正）

第３条 愛媛県地方局処務規程（昭和５６年愛媛県訓令第４０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

� 弁明の機会の付与（第１１４条

の８、医療法第３０条）

○

９ 省略 ８ 省略

１０ 指定介護予防サービス事業者

に関すること。

９ 指定介護予防サービス事業者

に関すること。

�～� 省略 �～� 省略

� 指定に係る通知（第１１５条の

２第４項）

○

� 意見の申出の受理（第１１５条

の２第５項）

○

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

	 省略 � 省略


 省略 � 省略

� 省略 	 省略

� 省略 
 省略


 省略 � 省略

� 省略 � 省略

１１ 省略 １０ 省略

１２ 省略 １１ 省略

１３ 省略 １２ 省略

１４ 省略 １３ 省略

１５ 省略 １４ 省略

１６ 省略 １５ 省略

１７ 省略 １６ 省略

１８ 介護員養成研修事業者に関す

ること。

１７ 介護員養成研修事業者に関す

ること。

� 介護員養成研修事業者の指

定（介護保険法施行令（以下

この部において「政令」とい

う。）第３条第１項第１号

ロ）

○ � 介護員養成研修事業者の指

定（介護保険法施行令（以下

この部において「政令」とい

う。）第３条第１項第２号

）

○

� 介護員養成研修の指定（政

令第３条第１項第１号ロ）

○ � 介護員養成研修の指定（政

令第３条第１項第２号 ）

○

�～� 省略 �～� 省略

２５～３１

省略

２５～３１

省略

備考 省略 備考 省略

改 正 後 改 正 前

（地方局長に対する事務の委任）

第１３条 省略

２ 省略

（地方局長に対する事務の委任）

第１３条 省略

２ 省略
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３ 地方局長に委任する事務のうち、健康福祉環境部に関するもの

は、別に定めるものを除くほか、次に掲げるとおりとする。

�～�の３ 省略

�の４ 介護保険法第２４条第３項（同法第７６条第２項、第８３条第

２項、第９０条第２項、第１００条第２項、第１１４条の２第２項、第

１１５条の７第２項及び第１１５条の３３第５項において準用する場合

を含む。）及び旧介護保険法第２４条第３項（旧介護保険法第

１１２条第２項及び第１１５条の３３第５項において準用する場合を含

む。）の規定に基づく当該職員の証明書の交付に関すること。

�・�の２ 省略

� 削除

�～�の３ 省略

�の３の２ 介護保険法第７０条第７項の規定に基づく指定居宅サ

ービス事業者の指定に係る通知に関すること。

�の３の３ 介護保険法第７０条第８項の規定に基づく意見の申出

の受理に関すること。

�の４ 介護保険法第７０条第１０項の規定に基づく指定居宅サービ

ス事業者の指定に係る協議に関すること。

�の５～�の１０ 省略

� 介護保険法第８２条の２第２項の規定に基づく便宜の提供

に係る連絡調整及び助言その他の援助に関すること。

	から	の５まで 削除

	の６～
の２０ 省略


の２１ 介護保険法第１０３条第３項の規定に基づく介護老人保健

施設の開設者に対する措置命令等に関すること（同条第４項の

規定に基づく公示を除く。）。


の２２～
の２６ 省略


の２６の２ 介護保険法第１０７条第１項及び第２項の規定に基づ

く介護医療院の開設及び変更の許可に関すること。


の２６の３ 地方自治法施行令第１７４条の４９の１１の２第２項の規

定により読み替えて適用される介護保険法第１０７条第１項及び

第２項の規定に基づく中核市の市長が行う介護医療院の開設及

び変更の許可に対する同意に関すること（中予地方局に限

る。）。

３ 地方局長に委任する事務のうち、健康福祉環境部に関するもの

は、別に定めるものを除くほか、次に掲げるとおりとする。

�～�の３ 省略

�の４ 介護保険法第２４条第３項（同法第７６条第２項、第８３条第

２項、第９０条第２項、第１００条第２項、第１１４条の２第２項、第

１１５条の７第２項及び第１１５条の３３第５項において準用する場合

を含む。）及び旧介護保険法第２４条第３項（旧介護保険法第

１１２条第２項及び第１１５条の３３第５項において準用する場合を含

む。）の規定に基づく当該職員の証明書の交付に関すること。

�・�の２ 省略

� 介護保険法第４６条第１項の規定に基づく指定居宅介護支援事

業者の指定に関すること。

�～�の３ 省略

�の４ 介護保険法第７０条第７項の規定に基づく指定居宅サービ

ス事業者の指定に係る協議に関すること。

�の５～�の１０ 省略

�の１１ 介護保険法第７９条第２項第６号の２の規定に基づく指定

居宅介護支援事業者に対する聴聞決定予定日の通知に関するこ

と。

�の１２ 介護保険法第７９条の２第１項の規定に基づく指定居宅介

護支援事業者の指定の更新に関すること。

� 介護保険法第８２条の規定に基づく指定居宅介護支援事業者の

指定に係る事項の変更又は事業の廃止、休止若しくは再開の届

出の受理に関すること。

�の２ 介護保険法第８２条の２第１項の規定に基づく便宜の提供

に係る連絡調整及び助言その他の援助に関すること。

	 介護保険法第８３条第１項の規定に基づく指定居宅介護支援事

業者等に対する報告の徴収及び立入検査に関すること。

	の２ 介護保険法第８３条の２第１項の規定に基づく指定居宅介

護支援事業者に対する勧告に関すること。

	の３ 介護保険法第８３条の２第２項の規定に基づく指定居宅介

護支援事業者が勧告に従わない旨の公表に関すること。

	の４ 介護保険法第８３条の２第３項の規定に基づく指定居宅介

護支援事業者に対する措置命令に関すること（同条第４項の規

定に基づく公示を除く。）。

	の５ 介護保険法第８４条第１項の規定に基づく指定居宅介護支

援事業者に対する指定の取消し等に関すること。

	の６～
の２０ 省略


の２１ 介護保険法第１０３条第３項の規定に基づく介護老人保健

施設の開設者に対する措置命令 に関すること（同条第４項の

規定に基づく公示を除く。）。


の２２～
の２６ 省略
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�の２６の４ 介護保険法第１０７条第３項第１０号の規定に基づく介

護医療院の開設者に対する聴聞決定予定日の通知に関するこ

と。

�の２６の５ 介護保険法第１０７条第６項の規定に基づく介護医療

院に係る関係市町からの意見の聴取に関すること。

�の２６の６ 介護保険法第１０８条第１項の規定に基づく介護医療

院の開設の許可の更新に関すること。

�の２６の７ 介護保険法第１０９条の規定に基づく介護医療院の管

理者の承認に関すること。

�の２６の８ 介護保険法第１１３条の規定に基づく介護医療院の変

更又は廃止、休止若しくは再開の届出の受理に関すること。

�の２６の９ 介護保険法第１１４条第１項の規定に基づく便宜の提

供に係る連絡調整及び助言その他の援助に関すること。

�の２６の１０ 介護保険法第１１４条の２第１項の規定に基づく介護

医療院の開設者等に対する報告の徴収及び立入検査に関するこ

と。

�の２６の１１ 介護保険法第１１４条の３の規定に基づく介護医療院

の設備の使用の禁止等及び修繕等の命令に関すること。

�の２６の１２ 介護保険法第１１４条の４第１項の規定に基づく介護

医療院の管理者の変更命令に関すること。

�の２６の１３ 介護保険法第１１４条の５第１項の規定に基づく介護

医療院の開設者に対する勧告に関すること。

�の２６の１４ 介護保険法第１１４条の５第２項の規定に基づく介護

医療院の開設者が勧告に従わない旨の公表に関すること。

�の２６の１５ 介護保険法第１１４条の５第３項の規定に基づく介護

医療院の開設者に対する措置命令等に関すること（同条第４項

の規定に基づく公示を除く。）。

�の２６の１６ 介護保険法第１１４条の６第１項の規定に基づく介護

医療院の開設の許可の取消し等に関すること。

�の２６の１７ 地方自治法施行令第１７４条の４９の１１の２第２項の規

定により読み替えて適用される介護保険法第１１４条の７の規定

に基づく介護医療院に係る中核市の市長からの届出の受理に関

すること（中予地方局に限る。）。

�の２６の１８ 介護保険法第１１４条の８において準用する医療法第

９条第２項の規定に基づく介護医療院の開設者の死亡又は失踪

の届出の受理に関すること。

�の２６の１９ 介護保険法第１１４条の８において準用する医療法第

１５条第３項の規定に基づく介護医療院のエックス線装置の設置

の届出の受理に関すること。

�の２６の２０ 介護保険法第１１４条の８において準用する医療法第

３０条の規定に基づく介護医療院に対する弁明の機会の付与に関

すること。

�の２７～�の１１ 省略

�の１１の２ 介護保険法第１１５条の２第４項の規定に基づく指定

介護予防サービス事業者の指定に係る通知に関すること。

�の１１の３ 介護保険法第１１５条の２第５項の規定に基づく意見

の申出の受理に関すること。

�の１２～� 省略

� 介護保険法施行令第３条第１項第１号ロの規定に基づく介護

員養成研修事業者及び介護員養成研修の指定に関すること。

�の２～�１０１ 省略

４～６ 省略

�の２７～�の１１ 省略

�の１２～� 省略

� 介護保険法施行令第３条第１項第２号 の規定に基づく介護

員養成研修事業者及び介護員養成研修の指定に関すること。

�の２～�１０１ 省略

４～６ 省略
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公 告

�公 告

争議行為の通知の公表について

全国一般愛媛地方労働組合執行委員長玉井博司から次のとおり争

議行為を行う旨の通知が平成３０年３月２６日あったので公表する。

平成３０年４月６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 事件 平成３０年度賃金引上げに関する事項

２ 日時 平成３０年４月１１日正午以降本問題が完全解決に至る間

３ 場所

病 院 名 所 在 地

一般財団法人 創精会 松山市美沢１－１０－３８

４ 概要 前記記載の場所においてあらゆる形の争議行為を単独又

は併用して実施する。

�������
�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成３０年４月６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

よう撃捜査支援システムの借入れ

� 借入物品名及び数量

よう撃捜査支援システム一式（ハードウェア一式、ソフトウ

ェア一式、搬入、据付け、配線、調整等一式）

� 借入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 借入期間

平成３０年１２月１日から平成３６年１１月３０日まで

� 借入場所

入札説明書及び仕様書による。

� 入札方法

入札金額は、１月当たりの借入代金を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税

及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当する金額を

入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について、平成２９・３０・

３１年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有す

ると認められた業者で、次の事項に該当するもの。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 借入期間の開始までに確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� 借入物品に係る保守及び点検の体制が整備されていることを

証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県警察本部警務部会計課調度第二係

〒７９０―８５７３

愛媛県松山市南堀端町２番地２

電話 （０８９）９３４―０１１０

� 入札書の受領期限

平成３０年５月３０日（水）午後２時００分

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成３０年５月３０日（水）午後２時００分

愛媛県警察本部２階 第一会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類を、提出しなければなら

ない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

ア 受領期限

公告の日から平成３０年５月２４日（木）午後５時１５分まで。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be leased： A

Supporting system for interception investigation

� Time limit of tender：２：００ p．m．，３０，May，２０１８

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

愛 媛 県 報平成３０年４月６日 第２９６４号
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選挙管理委員会告示
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� For further information， please contact： Supplies

Procurement Section，Finance Division，Administration

Department，Ehime Prefectural Police Headquarters，２―２

Minamihoribatacho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７３ Japan

TEL０８９―９３４―０１１０

�愛媛県選挙管理委員会告示第６号
不在者投票のできる施設の指定（平成２２年２月愛媛県選挙管理委員会告示第９号）の一部を次のように改正する。

平成３０年４月６日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

�愛媛県選挙管理委員会告示第７号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第６条第１項の規定により、次のとおり政治団体の設立の届出があった。

平成３０年４月６日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）

改 正 後 改 正 前

１・２ 省略

３ 老人ホーム

１・２ 省略

３ 老人ホーム

名 称 種 類 所 在 地 指定年月日 名 称 種 類 所 在 地 指定年月日

省略 省略

大洲市清和園 養護老人

ホーム

大洲市市木９５１－１３ 昭和３８年１０月

２９日

省略 省略

特別養護老人ホ

ーム希望ヶ丘荘

アネックス

省略 特別養護老人ホ

ーム希望ヶ丘荘

アネックス

省略

養護老人ホーム

大洲市清和園

養護老人

ホーム

大洲市市木１２１８ 平成３０年３月

２８日

省略 省略

４・５ 省略 ４・５ 省略

政 治 団 体 の 名 称
代表者及び会計責任者の氏名

主 た る 事 務 所 の 所 在 地 届出年月日
代 表 者 会 計 責 任 者

日本第一党愛媛県本部 福 田 智 幸 和 田 眞 明 西条市三津屋南５－２７ 平成２９年１２月１４日

檜垣良太後援会 檜 垣 良 太 檜 垣 薫 松山市竹原三丁目８－１ 平成２９年１２月１８日

渡部かつひこ後援会 大 西 言 志 渡 部 さおり 松山市南梅本町２１１－１ 平成３０年１月１１日

三方よしのまちづくりの会 秋 山 義 勲 秋 山 みゆき 松山市住吉二丁目９－１２ 平成３０年１月２６日

三方よしのまちづくりの会本町連絡
事務所 秋 山 義 勲 秋 山 みゆき 松山市住吉二丁目９－１２ 平成３０年１月２６日

田中みき後援会 田 中 美 紀 白 川 美智留 松山市西垣生町１４６４ 平成３０年２月１日

三好きよのり味生まちづくり塾 三 好 清 典 森 棟 俊 一 松山市別府町１１４０－１４ 平成３０年２月２３日

あべみちお後援会 二 宮 康 石 田 早百合 松山市土手内１６５－１ 平成３０年３月７日

愛 媛 県 報平成３０年４月６日 第２９６４号
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�愛媛県選挙管理委員会告示第８号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第７条第１項の規定により、次のとおり政治団体から届出事項の異動の届出があった。

平成３０年４月６日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

１ 政党の支部

政治団体の名称 代表者の氏名 異 動 事 項 新 旧 異動年月日

自由民主党愛媛県陸運支
部 清 水 一 郎 会 計 責 任 者 稲 荷 和 重 関 谷 俊 夫 平成２９年１０月２日

自由民主党愛媛県電気通
信支部 山 本 信 � 会 計 責 任 者 篠 原 浩 邦 伊 勢 進 一 平成２９年１０月２日

自由民主党弓削支部 前 田 省 二 主たる事務所の所在地 越智郡上島町弓削佐島７３０ 越智郡上島町弓削日比６５６ 平成２９年１２月２１日

代 表 者 前 田 省 二 竹 林 秀 夫

自由民主党砥部支部 山 口 元 之 会 計 責 任 者 原 田 公 夫 松 � 浩 司 平成３０年２月１５日

自由民主党吉田支部 清 家 康 生 主たる事務所の所在地 宇和島市吉田町立間２－１０１１ 宇和島市吉田町河内甲１７６ 平成３０年２月１７日

代 表 者 清 家 康 生 小清水 千 明

自由民主党愛媛県ちんた
い支部 永 井 俊 昭 主たる事務所の所在地 松山市中村二丁目１－３ 松山市湊町四丁目３－１０ 平成３０年２月１９日

２ その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）

政治団体の名称 代表者の氏名 異 動 事 項 新 旧 異動年月日

愛媛県行政書士政治連盟 山 本 大 樹 代 表 者 山 本 大 樹 矢 野 浩 司 平成２９年６月３日

会 計 責 任 者 幸 後 洋 子 山 本 大 樹

四国税理士政治連盟愛媛
県支部 竹 村 俊 一 代 表 者 竹 村 俊 一 白 石 豪 平成２９年９月２０日

会 計 責 任 者 梅 林 哲 次 竹 村 俊 一

きくち伸英後援会 田 村 正 弘 会 計 責 任 者 櫻 田 秀 隆 平 岡 伸 二 平成２９年１１月１５日

浅田美幸後援会 土 居 裕 之 主たる事務所の所在地 宇和島市川内甲１０６６－５ 宇和島市川内甲１０９９－６ 平成３０年１月１５日

毛利修三後援会 水 谷 浩 会 計 責 任 者 宮 本 直 浩 三 瀬 孝 吉 平成３０年１月２６日

上田さだひと後援会 林 司 朗 代 表 者 林 司 朗 三 好 明 彦 平成３０年１月２９日

逢坂節子後援会 逢 坂 節 子 代 表 者 逢 坂 節 子 笹 田 徳三郎 平成３０年２月２１日

森�康行後援会 � 門 蕃 代 表 者 � 門 蕃 相 馬 紀 夫 平成３０年２月２２日

八束正後援会 門 屋 誠 二 代 表 者 門 屋 誠 二 伊賀上 功 平成３０年２月２３日

会 計 責 任 者 八 束 直 司 後 藤 浩 二

松波ゆう大後援会 松 波 雄 大 井 上 徳 之 松山市千舟町四丁目６－２ 平成３０年３月９日

愛 媛 県 報平成３０年４月６日 第２９６４号
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�愛媛県選挙管理委員会告示第９号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１７条第１項の規定に

より、次のとおり政治団体の解散の届出があった。

平成３０年４月６日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

宮脇かおる後援会 浜 村 隆 会 計 責 任 者 宮 脇 三起子 津 国 寿 正 平成３０年３月４日

松本ひろかず後援会 浜 田 伊勢雄 代 表 者 浜 田 伊勢雄 田 中 等 平成３０年３月１０日

�愛媛県選挙管理委員会告示第１０号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第２項の規定により、次のとおり資金管理団体の届出があった。

平成３０年４月６日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

政 治 団 体 の 名 称 代表者の氏名 解散年月日

住 み よ い 松 前 を 創 る 会 三 好 健 二 平成２８年５月３１日

岩城ひろとし後援会（博愛会） 岩 城 道 子 平成２９年３月２８日

政 治 結 社 郷 土 塾 浅 木 章 仁 平成２９年７月１日

白 石 と お る 後 援 会 三 好 史之郎 平成２９年７月２４日

民 進 党 愛 媛 県 第 ２ 区 総 支 部 横 山 博 幸 平成２９年９月２日

つ ぼ う ち 和 彦 後 援 会 壷 内 和 彦 平成２９年１２月１４日

自 由 民 主 党 川 内 支 部 大 西 勉 平成２９年１２月２８日

自 由 民 主 党 重 信 支 部 山 内 孝 二 平成２９年１２月２８日

小 清 水 千 明 後 援 会 清 家 徳 典 平成２９年１２月３１日

さ い と う 宣 昭 後 援 会 斎 藤 宣 昭 平成２９年１２月３１日

田 村 昭 子 後 援 会 長 井 雪 雄 平成２９年１２月３１日

報 國 純 心 會 橋 本 良 則 平成２９年１２月３１日

ルネサス西条社会活動委員会 越 智 俊 盛 平成２９年１２月３１日

渡 部 か つ ひ こ 後 援 会 大 西 言 志 平成２９年１２月３１日

資金管理団体の届
出をした者（代表
者）の氏名

公 職 の 種 類 資金管理団体の名称 主 た る 事 務 所 の 所 在 地 指 定 年 月 日

秋 山 義 勲 松山市議会議員（候補
者） 三方よしのまちづくりの会 松山市住吉二丁目９－１２ 平成３０年１月２６日

平成３０年４月６日 発行
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